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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 55,787 1.2 3,076 918.4 2,677 ― 1,428 ―

22年3月期第2四半期 55,138 △7.2 302 △48.8 △118 ― △585 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 4.11 3.55
22年3月期第2四半期 △1.70 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 93,369 22,208 23.0 54.71
22年3月期 103,018 21,046 19.8 51.35

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  21,482百万円 22年3月期  20,383百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 0.50 0.50

23年3月期 ― ―

23年3月期 
（予想）

― 0.50 0.50

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 125,000 △7.7 3,650 11.3 2,700 11.5 1,000 15.6 2.88



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  347,696,348株 22年3月期  347,696,348株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  257,635株 22年3月期  252,836株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  347,439,995株 22年3月期2Q  344,039,103株



種類株式の配当の状況 

 普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳及び配当金総額は以下のとおりです。 

（注）平成23年３月期の配当につきましては、第二回優先株式が取得請求権行使の期間中であり、普通株式の取得請求権

が行使される可能性があることから未定とさせていただきます。 

  

  

（参考）個別業績予想 

 平成23年３月期の個別業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 
  
                                                        （％表示は対前期増減率）

（注）当四半期における個別業績予想の修正有無 有  

  

基準日  
 １株当たり配当金  

配当金総額 
期 末 年 間  

  22年３月期 

 第二回優先株式  

   円 銭

6.725

   円 銭

6.725

百万円

 66

  23年３月期 

 第二回優先株式  

       円 銭

     －

         円 銭

     －

百万円

 －

  

  

  
売上高 

  

 

営業利益 

  

経常利益 

  

当期純利益 

  

１株当たり  

当期純利益 

  

通期 

  百万円   ％

  115,000  △7.6

  百万円   ％

    3,300   10.3

    百万円    ％

    2,500   12.6

    百万円   ％ 

       900  19.0 

   円 銭

  2.59
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（１）連結経営成績に関する定性的情報  

  当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、海外の景気改善と政府の「新成長戦略」に基づく景気対策によ

 り、企業収益や個人消費に回復がみられる等、回復基調にありましたが、急激な円高による輸出の鈍化、デフレの 

 影響や高い完全失業率等、景気回復の実感が得られない状況で推移しました。 

  建設業界におきましては、民間設備投資には回復の兆しが窺えましたが、今年度も公共投資関連予算が大幅に削減

 され、依然厳しい環境が続きました。 

  このような状況のなか、当社グル－プの業績につきましては、売上高は557億円（前年同四半期比1.2％増）とな 

 り、利益面では完成工事利益の向上並びに販売費および一般管理費の削減などから、営業利益は30億円（前年同四半

 期比918.4％増）、経常利益は26億円（前年同四半期は経常損失１億円）、四半期純利益は14億円（前年同四半期は

 四半期純損失５億円）となりました。  

  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第２四半期連結会計期間末の資産の部は、受取手形・完成工事未収入金等の減少などにより前連結会計年度末に

 比べ96億円減少した933億円となりました。  

  負債の部は、借入金の返済や支払手形の減少などにより前連結会計年度末に比べ108億円減少した711億円となりま

 した。 

  純資産の部は、四半期純利益を計上したことなどにより前連結会計年度末に比べ11億円増加した222億円となりま 

 した。 

（キャッシュ・フローの状況） 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の計上及び売上債権の回収などにより7億円の 

 収入超過となりました。（前年同四半期は７億円の支出超過） 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより１億円の支出超過となりました。（前年 

 同四半期は29億円の支出超過） 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより47億円の支出超過となりました。（前年同四 

 半期は６億円の支出超過） 

  以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は85億円となりました。（前年同四半期 

 末残高71億円） 

  

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

  平成23年３月期の業績予想につきましては、平成22年５月14日に発表いたしました当初予想と比較し、完成工事利

 益の向上並びに販売費及び一般管理費の削減などにより増益が見込まれるものの、資産デフレのリスクなどもあるこ

 とから、売上高1,250億円(前回公表と同じ）、営業利益36.5億円(前回公表32億円)、経常利益27億円(前回公表22億 

 円)、当期純利益10億円（前回公表8.5億円）となる見通しです。 

  

    

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

ａ．一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 一般債権の貸倒見積高の算定につきましては、前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度決算において算定した貸倒見積率を使用しております。  

ｂ．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法  

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前連結会計年度末以降に経営環境及び一時差異の発

生状況等に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用しております。  

②特有の会計処理 

該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・会計処理基準に関する事項の変更  

ａ．資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

ｂ．企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月

26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開

発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 8,954 13,109

受取手形・完成工事未収入金等 31,759 37,952

未成工事支出金 7,313 4,752

販売用不動産 511 1,126

その他 8,534 9,347

貸倒引当金 △30 △26

流動資産合計 57,043 66,261

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 14,250 14,268

機械、運搬具及び工具器具備品 18,328 18,136

土地 23,435 23,436

建設仮勘定 99 26

減価償却累計額 △24,406 △24,065

有形固定資産計 31,707 31,802

無形固定資産 285 322

投資その他の資産   

投資有価証券 2,286 2,416

その他 2,407 2,631

貸倒引当金 △360 △416

投資その他の資産計 4,333 4,631

固定資産合計 36,326 36,756

資産合計 93,369 103,018
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 29,422 32,248

短期借入金 15,304 18,814

未成工事受入金 7,030 9,086

引当金 1,224 733

その他 6,094 7,956

流動負債合計 59,076 68,838

固定負債   

社債 110 110

長期借入金 3,600 4,552

退職給付引当金 4,492 4,346

引当金 38 18

その他 3,842 4,104

固定負債合計 12,084 13,132

負債合計 71,160 81,971

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,683 10,683

資本剰余金 2,491 2,491

利益剰余金 6,178 4,989

自己株式 △21 △20

株主資本合計 19,331 18,143

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3 80

土地再評価差額金 2,218 2,218

為替換算調整勘定 △64 △59

評価・換算差額等合計 2,150 2,240

少数株主持分 726 662

純資産合計 22,208 21,046

負債純資産合計 93,369 103,018
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 54,792 54,877

兼業事業売上高 345 910

売上高合計 55,138 55,787

売上原価   

完成工事原価 51,132 48,757

兼業事業売上原価 164 721

売上原価合計 51,297 49,479

売上総利益   

完成工事総利益 3,660 6,119

兼業事業総利益 181 188

売上総利益合計 3,841 6,308

販売費及び一般管理費 3,539 3,231

営業利益 302 3,076

営業外収益   

受取利息 18 7

受取配当金 13 16

その他 15 17

営業外収益合計 47 41

営業外費用   

支払利息 289 246

コミットメントフィー － 89

その他 178 104

営業外費用合計 468 440

経常利益又は経常損失（△） △118 2,677

特別利益   

貸倒引当金戻入額 46 23

前期損益修正益 22 －

固定資産売却益 31 －

その他 － 1

特別利益合計 100 24

特別損失   

損害賠償損失引当金繰入額 － 19

投資有価証券評価損 － 10

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

固定資産除却損 14 －

その他 1 4

特別損失合計 15 43

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△33 2,658

法人税、住民税及び事業税 191 239

法人税等調整額 328 907

法人税等合計 519 1,147

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,511

少数株主利益 32 82

四半期純利益又は四半期純損失（△） △585 1,428
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△33 2,658

減価償却費 572 517

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 △52

工事損失引当金の増減額（△は減少） 66 524

退職給付引当金の増減額（△は減少） 367 145

受取利息及び受取配当金 △31 △24

支払利息 289 246

投資有価証券評価損益（△は益） － 10

有形固定資産売却損益（△は益） △31 △0

有形固定資産除却損 14 4

売上債権の増減額（△は増加） 11,821 6,177

未成工事支出金の増減額（△は増加） △5,947 △2,563

販売用不動産の増減額（△は増加） △1,578 615

仕入債務の増減額（△は減少） △7,944 △2,805

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,590 △2,035

その他 587 △2,244

小計 △289 1,173

利息及び配当金の受取額 25 24

利息の支払額 △277 △232

法人税等の支払額 △159 △226

営業活動によるキャッシュ・フロー △700 738

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △220 △220

定期預金の払戻による収入 185 220

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

12 －

有形固定資産の取得による支出 △2,979 △200

有形固定資産の売却による収入 152 5

無形固定資産の取得による支出 △7 △27

投資有価証券の取得による支出 △15 △17

投資有価証券の売却による収入 0 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

△108 －

貸付けによる支出 △82 △39

貸付金の回収による収入 95 109

その他 △4 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,973 △163
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △935 △2,817

長期借入れによる収入 2,175 －

長期借入金の返済による支出 △1,615 △1,644

リース債務の返済による支出 △5 △7

配当金の支払額 △250 △240

少数株主への配当金の支払額 △1 △2

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △633 △4,712

現金及び現金同等物に係る換算差額 45 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,262 △4,155

現金及び現金同等物の期首残高 11,392 12,689

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,130 8,534
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該当事項はありません。 

  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

（１）事業区分の方法 

日本標準産業分類及び四半期連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。  

（２）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

兼業事業：不動産賃貸事業等  

２．会計処理基準等の変更 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）  

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、

当第２四半期連結累計期間の建設事業の売上高が6,477百万円、営業利益が554百万円増加しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
建設事業 
（百万円） 

兼業事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高  54,792  345  55,138  －  55,138

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 1  96  97 ( )97  －

計  54,794  442  55,236 ( )97  55,138

営業利益  226  76  302  －  302
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【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。 

したがって、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス及び地域別のセグメントから構成されており、「国内土

木事業」、「国内建築事業」、「海外建設事業」及び「不動産事業」の４つを報告セグメントとしております。 

「国内土木事業」、「国内建築事業」は、国内においてそれぞれ土木工事・建築工事の施工等を行っております。

「海外建設事業」は、海外において土木工事、建築工事の施工等を行っております。「不動産事業」は、国内におい

て不動産の販売、賃貸等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理店業及び物品の

販売・リース事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注）１

合計
        
調整額 

  

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）２ 

国内  
土木 

国内 
建築 

海外  
建設 

不動産 計

売上高                   

外部顧客への売

上高 
34,910 12,861 7,105 840 55,717 70 55,787 － 55,787 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

0 10 － 64 74 33 108 △108 － 

計 34,910 12,871 7,105 904 55,792 103 55,895 △108 55,787 

セグメント利益 

又は損失（△） 
2,823 △128 292 93 3,081 △4 3,076 － 3,076 
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 四半期個別受注の概況 

  

（１）平成23年３月期第２四半期の個別受注実績（平成22年４月１日～平成22年９月30日） 

（注）①受注高は、当該四半期までの累計額。 

   ②パーセント表示は、前年同四半期比増減率。 

  

（２）受注実績内訳 

  

（３）平成23年３月期の個別建設受注予想 

（注）①パーセント表示は、前年実績比増減率。  

   ②不動産事業は含めておりません。 

   

  

４．補足情報

   受注高 

 平成23年３月期第２四半期     百万円      ％ 42,710 △14.8

 平成22年３月期第２四半期     百万円        ％ 50,120 △8.5

 区   分  

       前第２四半期     

   （自 平成21年4月 1日  

     至 平成21年9月30日） 

       当第２四半期 

   （自  平成22年4月 1日   

    至 平成22年9月30日） 

 比較増減   

 金額（百万円） 
 構成比

（％） 
金額（百万円）

 構成比

（％） 
 金額（百万円） 

 増減率

（％） 

    国内官公庁     21,056    42.0  18,749    43.9     △2,307    △11.0

   土  国 内 民 間     4,034     8.1    2,443     5.7      △1,590     △39.4

  木 海 外     11,391    22.7      346      0.8    △11,045    △97.0

建    計     36,482    72.8     21,539    50.4     △14,942    △41.0

    国内官公庁      2,027     4.0    5,666    13.3       3,638     179.4

 設  建 国 内 民 間     11,267    22.5     13,947    32.6        2,680      23.8

  築 海 外        114     0.2    1,225     2.9          1,111      969.7

 事     計    13,410    26.7     20,840    48.8        7,430       55.4

    国内官公庁     23,084    46.0     24,416    57.1       1,331       5.8

 業  合 国 内 民 間     15,302    30.5      16,391    38.4         1,089        7.1

  計 海 外     11,506    23.0      1,572     3.7      △9,933    △86.3

     計     49,893    99.5       42,380    99.2        △7,512    △15.1

 不動産事業        227       0.5           329       0.8           102       45.1

 合   計     50,120     100.0       42,710  100.0      △7,410     △14.8

   通  期 

 平成23年３月期予想    百万円        ％ 107,000 △2.0

 平成22年３月期実績    百万円       ％ 109,202 △0.8
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